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1. 令和8年2月期第3四半期の連結業績（令和7年3月1日～令和7年11月30日）

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する
四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

8年2月期第3四半期 32,544 △0.7 206 1.7 241 2.0 149 5.9

7年2月期第3四半期 32,765 △2.0 203 △50.1 237 △47.2 140 △52.3

（注）包括利益 8年2月期第3四半期　　175百万円 （24.6％） 7年2月期第3四半期　　140百万円 （△54.9％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後

1株当たり四半期純利益
円 銭 円 銭

8年2月期第3四半期 2.72 ―

7年2月期第3四半期 2.57 ―

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率
百万円 百万円 ％

8年2月期第3四半期 17,428 12,867 73.8

7年2月期 17,226 12,911 74.9

（参考）自己資本 8年2月期第3四半期 12,867百万円 7年2月期 12,911百万円

2. 配当の状況

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

7年2月期 ― 0.00 ― 4.00 4.00

8年2月期 ― 0.00 ―

8年2月期（予想） 3.00 3.00

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 有

3. 令和 8年 2月期の連結業績予想（令和 7年 3月 1日～令和 8年 2月28日）

（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 42,600 △2.2 260 △44.0 300 △40.3 180 △42.7 3.29

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 有



※ 注記事項

(1) 当四半期連結累計期間における連結範囲の重要な変更 ： 無

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

①会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

②①以外の会計方針の変更 ： 無

③会計上の見積りの変更 ： 無

④修正再表示 ： 無

(4) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 8年2月期3Q 54,789,510 株 7年2月期 54,789,510 株

② 期末自己株式数 8年2月期3Q 28,280 株 7年2月期 28,280 株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 8年2月期3Q 54,761,230 株 7年2月期3Q 54,761,230 株

※ 添付される四半期連結財務諸表に対する公認会計士又は監査法人によるレビュー ： 無

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載されている業績予想等の将来に関する記述は、発表日現在における事業環境及び入手可能な情報に基づき作成しております。実際の業績は、
今後の経済環境、事業環境の変化等により異なる可能性があります。なお、業績予想の詳細につきましては、添付資料２ページ「１．（３）連結業績予想などの将
来予測情報に関する説明」をご覧ください。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明
当第３四半期連結累計期間（令和７年３月１日～令和７年11月30日）における当社を取り巻く経済環境は、全体

として緩やかな回復基調であるものの、米国の通商政策の動向が自動車産業を中心に影響を及ぼしたほか、物価上

昇に伴うコスト負担の増加も重なり、先行き不透明な状況で推移しました。

この様な状況のもと、当社グループは「中期経営計画 Achieve2025（令和３年３月１日～令和８年２月28

日）」の最終年度として重点施策の着実な実行に努めました。当第３四半期連結累計期間においては、３月に執行

体制を４本部制に再編し、ＤＸ商材や自動化を含む設備の提案や、産業構造の変化に対しては伸長が見込める計測

機器の拡販に取り組みました。同時に、在庫の品揃えの充実と販路拡大、昨年導入した営業支援システムの利活用

を推進しました。５月には前年度に開設したNaITOテクニカルセンターで計測展を開催し、計測商材の展示及びセ

ミナーを実施しました。10月には国内最大級の工作機械見本市「メカトロテックジャパン2025」に出展し、「新し

いものづくりの体験～CX」をテーマに最新技術とソリューションを通じて製造現場の課題解決と新たな価値創出に

つながるご提案を行いました。海外拠点では、連結子会社であるNAITO VIETNAM CO.,LTD.(ベトナム)がホーチミン

及びハノイ地区において、インライン測定機器や現地パートナー企業との協業を通じた自動化・省人化設備の販売

に取り組むなど事業規模拡大に向け営業活動を推進しました。また、持分法適用関連会社であるSOMAT

Co.,Ltd.(タイ)は、バンコク、ラヨーン及びプラチンブリ地区において、刃具寿命・加工方法に関わるコスト改善

の提案やデモ機を活用した環境改善商材の販売に取り組むなど事業規模拡大に向け営業活動を推進しました。

以上の結果、当第３四半期連結累計期間における売上高は325億44百万円（前年同期比0.7％減）、営業利益は２

億６百万円（同1.7％増）、経常利益は２億41百万円（同2.0％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は１億49

百万円（同5.9％増）となりました。

取扱商品分類別の売上高は、下表のとおりです。

取扱商品分類 売上高（百万円） 前年同期比（％）

切削工具 16,487 1.7

計 測 2,918 △2.7

産業機器・工作機械等 13,138 △3.0

合計 32,544 △0.7

（２）財政状態に関する説明

当第３四半期連結会計期間末の資産、負債および純資産の状況は、以下のとおりです。

① 資産

資産は、174億28百万円と前連結会計年度から２億２百万円増加しました。これは、棚卸資産が２億30百万円

増加したことが主な要因です。

② 負債

負債は、45億61百万円と前連結会計年度から２億46百万円増加しました。これは、未払法人税等が１億10百

万円減少したものの、支払手形及び買掛金が３億43百万円増加したことが主な要因です。

③ 純資産

純資産は、128億67百万円と前連結会計年度から43百万円減少しました。これは、親会社株主に帰属する四半

期純利益１億49百万円の計上により利益剰余金が増加したものの、配当金の支払いにより利益剰余金が２億19

百万円減少したことが主な要因です。

なお、自己資本比率は73.8％となりました。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

連結業績予想につきましては、直近の経済情勢を鑑みて令和７年３月27日に公表しました連結業績予想から変

更しております。詳細につきましては、本日（令和７年12月24日）公表しました「業績予想及び配当予想の修正

に関するお知らせ」をご参照ください。
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：百万円)
前連結会計年度

(令和７年２月28日)
当第３四半期連結会計期間

(令和７年11月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 113 188

受取手形及び売掛金 6,535 5,756

電子記録債権 2,321 3,003

棚卸資産 4,874 5,104

その他 363 367

貸倒引当金 △0 △0

流動資産合計 14,207 14,419

固定資産

有形固定資産 288 301

無形固定資産 659 548

投資その他の資産

退職給付に係る資産 86 68

差入保証金 1,534 1,560

その他 459 540

貸倒引当金 △9 △9

投資その他の資産合計 2,069 2,160

固定資産合計 3,018 3,009

資産合計 17,226 17,428

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 3,236 3,579

短期借入金 73 102

未払法人税等 162 51

賞与引当金 185 291

その他 500 394

流動負債合計 4,158 4,419

固定負債

役員退職慰労引当金 57 40

退職給付に係る負債 0 0

資産除去債務 26 26

その他 71 74

固定負債合計 156 142

負債合計 4,315 4,561

純資産の部

株主資本

資本金 2,291 2,291

資本剰余金 2,285 2,285

利益剰余金 8,292 8,222

自己株式 △10 △10

株主資本合計 12,858 12,788

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 4 16

為替換算調整勘定 50 66

退職給付に係る調整累計額 △2 △3

その他の包括利益累計額合計 52 78

純資産合計 12,911 12,867

負債純資産合計 17,226 17,428
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間
(自 令和６年３月１日
至 令和６年11月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 令和７年３月１日
至 令和７年11月30日)

売上高 32,765 32,544

売上原価 28,905 28,683

売上総利益 3,860 3,860

販売費及び一般管理費 3,657 3,654

営業利益 203 206

営業外収益

受取利息 9 13

受取配当金 3 3

持分法による投資利益 12 12

その他 13 10

営業外収益合計 39 40

営業外費用

支払利息 4 3

その他 0 1

営業外費用合計 5 5

経常利益 237 241

税金等調整前四半期純利益 237 241

法人税、住民税及び事業税 158 144

法人税等調整額 △62 △51

法人税等合計 96 92

四半期純利益 140 149

親会社株主に帰属する四半期純利益 140 149
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四半期連結包括利益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間
(自 令和６年３月１日
至 令和６年11月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 令和７年３月１日
至 令和７年11月30日)

四半期純利益 140 149

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △1 12

為替換算調整勘定 △1 1

退職給付に係る調整額 △2 △1

持分法適用会社に対する持分相当額 5 13

その他の包括利益合計 △0 26

四半期包括利益 140 175

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 140 175
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（会計方針の変更に関する注記）

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号令和４年10月28日。以下「令和

４年改正会計基準」という。）等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用しています。

法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、令和４年改正会計基準

第20-３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第28号令和４年10月28日）第65-２項(2)ただし書きに定める経過的な取扱いに従っています。なお、

当該会計方針の変更による四半期連結財務諸表への影響はありません。

（セグメント情報等の注記）

【セグメント情報】

当社グループは切削工具、計測、産業機器、工作機械等の販売およびこれら付帯業務の単一セグメントである

ため、記載を省略しております。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書に関する注記）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

前第３四半期連結累計期間
(自 令和６年３月１日
至 令和６年11月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 令和７年３月１日
至 令和７年11月30日)

減価償却費 260百万円 268百万円




